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附則

わたしたちのまち函館は，我が国最初の国際貿易港として早くから海

外に門戸を開き，更には，北海道の海の玄関口となるなど，巴の港を舞

台にさまざまな交流が行われ，発展してきました。

豊かな海と山に囲まれた函館は，異国情緒漂うまち並みや函館山から

の夜景など美しい景観が市民の暮らしと融合しているまちで，このまち

には，歴史に刻まれた人々，文化をはぐくんだ多くの人々の活動や営み

が息づいています。



わたしたちは，先人が築き上げてきたこのまちが，更に輝き，だれも

が安心して豊かに暮らせる函館，夢と希望にあふれ，心はずむ函館とな

るよう，次の世代に引き継いでいかなければなりません。そのためには，

わたしたち一人一人がまちづくりの主体であることを自覚し，郷土に対

する愛と誇りと責任を持って，生き生きと行動し，市民自治によるまち

づくりを進めていくことが必要です。

わたしたちは，自ら行動して主体的にまちづくりにかかわるという決

意を示すとともに，その担い手である市民，議会および市長等のそれぞ

れの役割や相互の関係などを明らかにして，ここにまちづくりの原点と

なる函館市自治基本条例を制定します。よりよい函館にするために。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は，本市における市民自治の基本理念および基本原則

を定め，市民，議会および市長等の役割，責務等を明らかにするとと

もに，行政運営の基本事項を定めることにより，市民自治によるまち

づくりの推進を図り，もって安全で安心な，豊かに暮らせる，活力の

ある地域社会を実現することを目的とします。

（定義）

第２条 この条例において使用する用語の意義については，次のとおり

とします。

(1) 市民 市内に住所を有する者，市内に通勤し，または通学する者

および市内で活動する法人その他の団体をいいます。

(2) 市長等 市長その他の執行機関をいいます。

(3) 協働 市民，議会および市長等が，それぞれの役割，責務等を自

覚しながら，互いの立場を尊重し，対等な関係で協力し合うことを

いいます。

（この条例の位置付け）

第３条 市民，議会および市長等は，本市のまちづくりの推進に当たっ

ては，この条例の趣旨を最大限に尊重しなければなりません。

２ 市（議会および市長等をいいます。以下同じ。）は，条例，規則等



の制定，改正または廃止に当たっては，この条例との整合を図らなけ

ればなりません。

第２章 基本理念および基本原則

（基本理念）

第４条 市民は，まちづくりの主体です。

２ 市政は，市民の信託に基づくものであり，市は，その公正かつ誠実

な運営に努めます。

（基本原則）

第５条 市民のまちづくりに参加する機会は，平等に保障されるものと

します。

２ 市民および市は，まちづくりに関する情報を共有します。

３ 市民および市は，協働によるまちづくりを進めます。

第３章 情報の共有

（情報の提供）

第６条 市は，まちづくりについて市民と共通の認識を持つために，保

有する情報を市民に積極的かつ迅速に，分かりやすく提供するよう努

めなければなりません。

２ 市は，広報紙，ホームページなどの多様な手段による情報の提供に

努めます。

（情報の公開）

第７条 市は，保有する情報について，市民の知る権利を保障し，個人

情報等の公開できない情報を除き，公開しなければなりません。

第４章 参加および協働

（まちづくりへの市民参加の推進）

第８条 市は，市民のまちづくりへの参加を推進します。

２ 市は，市民のまちづくりへの参加を推進するため，活動の場の提供，

環境づくり，情報の提供などその仕組みの整備に努めます。

３ 市長等は，政策等について，その立案，実施，評価等の各段階にお

いて，市民が参加できるよう，およびその意見が適切に反映されるよ

う努めます。



４ 市は，まちづくりの推進に当たっては，広く市民の意見を聴く機会

を設けるとともに，その機会の効果的な周知に努め，市民からの提案

や意見がまちづくりに適切に反映されるよう努めます。

（協働によるまちづくりの推進）

第９条 市民および市は，それぞれの立場を理解し，信頼し合いながら

協働によるまちづくりを推進するよう努めます。

２ 市は，協働によるまちづくりの推進に当たっては，市民の自主性を

尊重します。

（互いに支え合う福祉のまちづくり）

第10条 市民および市は，市民が互いに支え合い，安心して生活し，お

よび広く社会活動に参加することができるまちづくりに努めます。

（子どもの健全育成）

第11条 市民および市は，安心して子どもを生み，心身ともに健やかに

育てることができるよう，協力して子育ての支援の充実に努めるとと

もに，家庭，学校および地域が連携することができる環境を整え，子

どもの教育の充実と安全の確保に努めます。

（人材の育成）

第12条 市民および市は，まちづくりへの市民の参加や協働によるまち

づくりを推進するため，まちづくりを担う人材の育成に努めます。

（地域活動団体の育成および支援）

第13条 市民および市は，町会，ボランティア団体，民間非営利組織な

どの地域の課題に取り組み，よりよい地域社会を実現するために活動

する団体をまちづくりの担い手として守り育てるとともに，その自主

性および自立性を尊重しながら，活動の適切な支援に努めます。

（住民投票）

第14条 市長は，市政に関する特に重要な事項について，広く市民（市

内に住所を有する者（法人を除きます。）に限ります。第３項におい

て同じ。）の意思を確認するため，その事案ごとに，別に条例で定め

るところにより，住民投票を実施することができます。

２ 前項の条例には，投票に付すべき事項，投票をすることができる人



など住民投票の実施に必要な事項を定めるものとします。

３ 市長は，住民投票の実施に当たっては，住民投票に係る情報を市民

に提供しなければなりません。

４ 市長は，住民投票の結果を尊重します。

（住民投票に係る条例の制定請求）

第15条 議会の議員および市長の選挙権を有する者は，法令の定めると

ころにより，住民投票を実施するための条例の制定を請求することが

できます。

第５章 市民

（市民の権利および責務）

第16条 市民は，自由かつ平等にまちづくりに参加する権利を有します。

２ 市民は，市が保有する情報について知る権利を有します。

３ 市民は，まちづくりの主体としての役割を認識し，互いに尊重し，

協力してまちづくりを推進するよう努めるものとします。

４ 市民は，それぞれができる範囲でまちづくりに参加するよう努める

ものとします。

５ 市民は，まちづくりに参加する際には，自らの発言と行動に責任を

持たなければなりません。

第６章 議会および議員

（議会の役割および責務）

第17条 議会は，本市の意思決定機関であり，その意思決定に当たって

は，市民の意見が適切に反映されるよう努めるとともに，適正な市政

運営が行われるよう執行機関を監視し，評価し，およびけん制する役

割を果たすものとします。

２ 議会は，地域の課題の解決や市民の意見を反映した政策の実現を図

るため，政策形成機能の充実に努めなければなりません。

３ 議会は，議会活動に関する情報を市民に積極的に，かつ，分かりや

すく伝えるとともに，開かれた議会運営に努めなければなりません。

（議員の責務）

第18条 議員は，市民の意見を積極的に把握するとともに，議員として



の倫理観，使命感およびまちづくりについての理念を持ち，公正かつ

誠実に職務を遂行しなければなりません。

２ 議員は，市民の負託にこたえるよう活動し，その活動内容を市民に

分かりやすく説明しなければなりません。

第７章 市長等および職員

（市長の責務）

第19条 市長は，本市の代表として，公正かつ誠実に市政を執行すると

ともに，市民の意向を適切に把握し，効果的な施策の推進に努めなけ

ればなりません。

２ 市長は，本市の明確な将来像を持ち，これを市民に明らかにすると

ともに，リーダーシップを最大限に発揮してまちづくりに取り組まな

ければなりません。

３ 市長は，地域の活性化に努めるとともに，地域の魅力を高め，積極

的に発信しなければなりません。

４ 市長は，職員を適切に指揮監督し，人材を育成するとともに，必要

に応じて，専門的な知識，経験等を有する人材を広く求め，その活用

に努めなければなりません。

５ 市長は，この条例の施行の日から３年を超えない期間ごとに，まち

づくりがこの条例の趣旨に沿って進められているかどうかを検証し，

その結果を公表しなければなりません。

（市長以外の執行機関の責務）

第20条 市長以外の執行機関は，市長および他の執行機関と連携協力し，

自らの判断と責任において，所掌する事務を公正かつ誠実に執行しな

ければなりません。

（職員の責務）

第21条 職員は，全体の奉仕者として，公正かつ誠実に，迅速に職務を

遂行するとともに，市民に誠意をもって接しなければなりません。

２ 職員は，職務の遂行に必要な知識の習得および研さんに努めて，市

民に質の高い行政サービスを提供するようにし，市民の信頼を得られ

るようにしなければなりません。



第８章 行政運営

（総合計画）

第22条 市長等は，将来を見据えた，総合的で計画的な行政運営を図る

ため，総合計画（議会の議決を経て定める基本構想ならびにその実現

を図るための基本的な計画および実施に関する計画をいいます。以下

この条および第２４条第３項において同じ。）を策定しなければなり

ません。

２ 市長等は，総合計画の策定に当たっては，市民の参加の機会の充実

に努めます。

３ 市長等は，総合計画を着実に推進するため，進行管理を適切に行う

とともに，その結果を市民に公表します。

（組織および運営）

第23条 市長等の組織は，市民が利用しやすく，簡素で効率的に，かつ，

機能的になるよう編成されなければなりません。

２ 市長等は，定員の適正化を図るなど，常に組織およびその運営の合

理化に努めなければなりません。

３ 市長等は，社会経済情勢の変化に迅速かつ柔軟に対応することがで

きるよう，組織内の横断的な連携および調整を図るとともに，職員の

意識の向上に努めなければなりません。

（財政運営）

第24条 市長等は，中長期的な展望に立ち，健全な財政運営に努めなけ

ればなりません。

２ 市長は，予算および決算の内容ならびに財政状況を分かりやすく市

民に公表し，財政運営の透明性の確保に努めなければなりません。

３ 市長は，総合計画や行政評価等の結果を踏まえ，効率的で効果的な

予算を編成するよう努めなければなりません。

（財産管理）

第25条 市長その他の財産の管理の権限を有する者は，その所管する財

産の適正な管理に努めなければなりません。

（行政手続）



第26条 市は，市民の権利利益を保護するため，行政手続に関して共通

する事項を定めて，行政運営における公正の確保と透明性の向上を図

らなければなりません。

（個人情報の保護）

第27条 市は，市民の基本的人権を擁護するため，保有する個人情報を

適切に管理し，保護しなければなりません。

２ 市民は，自己の個人情報について，その開示，訂正等を求めること

ができます。

（行政評価）

第28条 市長等は，効率的で効果的な行政運営を行うとともに，その透

明性を高め，説明責任を果たすため，適切な行政評価を実施しなけれ

ばなりません。

２ 市長等は，行政評価の実施に当たっては，市民，有識者等による外

部評価の仕組みを整備するよう努めます。

３ 市長等は，行政評価の結果を公表するとともに，行政運営に速やか

に反映させ，その改善に努めなければなりません。

（監査制度）

第29条 本市は，法令に基づく監査を実施するとともに，適正かつ効率

的で効果的な行財政の運営を確保するため，監査機能の一層の充実を

図ります。

（出資団体）

第30条 市長等は，本市が出資している団体について，出資の必要性，

経営状況等を必要に応じて検証し，これを市民に公表しなければなり

ません。

（附属機関等）

第31条 市長等は，市民の市政への参加の機会を広げるため，附属機関

等の設置の目的等に応じ，附属機関等の委員に公募の委員を加えるよ

うにするとともに，委員の男女の比率，年齢構成および選出区分が著

しく不均衡にならないよう努めなければなりません。

（意見公募制度）



第32条 市長等は，市民生活に大きな影響を与える条例および計画等の

制定等に当たっては，市民の意見を反映させるため，事前にその案を

公表し，広く市民の意見を求めるものとします。

２ 市長等は，市民から提出された意見を十分に考慮して意思決定を行

うとともに，提出された意見とそれに対する市長等の考え方を公表し

ます。

（危機管理）

第33条 市長等は，災害等から市民の生命および財産を守るため，総合

的で機能的な危機管理体制の整備に努めなければなりません。

２ 市長等は，危機管理体制を強化するため，市民，関係団体等との連

携を図り，その協力が得られるよう努めます。

３ 市長等は，防災などの危機管理に対する市民の意識を高めるよう努

めなければなりません。

第９章 国，北海道等との協力，連携および交流

（国等との協力および連携）

第34条 本市は，適切な役割分担のもと，国および北海道と対等な立場

で相互に協力および連携をしてまちづくりを推進します。

２ 本市は，広域的な課題解決や地域の相互発展のため，近隣自治体と

積極的に協力および連携をしてまちづくりを推進します。

（青函交流）

第35条 本市は，青森市との友好関係を維持し，相互の発展に努めると

ともに，新たな経済文化圏の形成を目指し，青函圏域における広い分

野での交流に努めます。

（国際交流）

第36条 本市は，世界に開かれた地域社会を目指して，さまざまな分野

における積極的な国際交流に努めます。

２ 市長等は，市民が行う国際交流活動に対する支援に努めます。

第１０章 条例の見直し

第37条 市長は，この条例の施行の日から５年を超えない期間ごとに，

この条例の規定が社会経済情勢に適合した内容となっているかどうか



を検討し，その結果に基づいて見直し等の必要な措置を講じなければ

なりません。

２ 市長は，前項の規定により検討し，および必要な措置を講ずるに当

たっては，市民を主体とした検討組織を設け，その意見を聴くものと

します。

附 則

この条例は，平成２２年４月１日から施行します。

（提案理由）

本市における市民自治の基本理念および基本原則，市民，議会および

市長等の役割，責務等ならびに行政運営の基本事項を定めるため


